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要求獲得のためのシソーラス構築支援

加藤 潤三1 佐伯 元司2 大西 淳3 海谷 治彦4 林 晋平2 山本 修一郎5
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概要：要求獲得で用いるシソーラスの構築手法とその支援ツールを提案する．本論文で述べる手法は，(1)
要求分析者が技術文書からシソーラスに登録すべき機能の候補を抽出し，(2)ドメインエキスパートが候補
を吟味することで，これらの候補からシソーラスに登録する機能と機能に付随する非機能要素を決定する
という 2段階からなる．ツールが支援するのは (1)である．本手法は，技術文書から 1©機能を正しく抽出
できる， 2©機能を漏れなく抽出できる，という特徴を満たす必要がある．事例研究において本手法を適用
したところ，本手法がこれらの特徴を満たし，有用であることを確認した．
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Abstract: We propose a method of developing a thesaurus for requirements elicitation and its supporting
tool. This proposed method consists of two parts - (1) elicitation of candidates of functional requirements
to be registered in the thesaurus from technical documents and (2) registration of functional requirements
with associated non-functional factors in the thesaurus from these candidates under the direction of domain
experts. Our tool supports the first part. This method should satisfy the following two characteristics -
(a) extracted functions are correct and (b) any analyst can extract all indispensable functions from techni-
cal documents. We show the above two characteristics through case studies and confirm the usability and
effectiveness of the proposed method.
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1. はじめに

要求分析者がソフトウェア要求を獲得する場合，ドメイ

ン知識が必須となる [1]．一般にドメイン知識は (a)問題領
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域の知識と (b)コンピュータシステムの実現技術や環境に

関する知識であるが，本論文では (a)の意味で用いる．問

題領域の知識の不足によって，顧客の期待する要求が要求

仕様書から欠落していることがある．この要求の欠落を防

ぐことは，ソフトウェア開発における要求獲得の課題の 1

つである．

THEOREEは要求の欠落を減らすためにドメイン知識

を体系化したシソーラスを用いて要求を獲得する手法であ

り，ドメイン知識を持たない要求分析者が THEOREEを

使うことで良い成果をあげている [1]．このような手法を用

いる場合，いかにシソーラスを構築するかが問題である．

この研究（先行研究）においても，ドメインエキスパート

がシソーラスを作成する評価実験を行ったが，その際にシ
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ソーラス作成を支援するツールが必要であるという知見が

得られている．ドメインエキスパートの知識はシソーラス

の構築に欠かせないため，ドメインエキスパート自身がシ

ソーラスを構築することが望ましい．しかし，ドメインエ

キスパートに多大な作業を要求することは現実的でない．

よって，この構築の際の労力を削減することが課題とな

る．この課題への 1つの解は，ドメインエキスパートの負

荷を減らすためのシソーラス構築手順を提供することであ

る．具体的には，要求分析者がドメインエキスパートの代

わりにシソーラスに登録すべき知識を収集し，収集した知

識をドメインエキスパートが体系化すれば，ドメインエキ

スパートの負荷を減らすことができる．しかし，要求分析

者は必ずしもドメイン知識を豊富に持っているとは限らな

いため，登録すべき知識の収集の支援が必要である．本論

文では，要求分析者とドメインエキスパートが共同で行う

シソーラス構築手法とその支援ツールを提案する．

本論文で述べるシソーラスの構築手法は，以下の 2段階

から構成される．

(1) 要求分析者がシソーラスの構成要素を技術文書から

抽出する．

(2) ドメインエキスパートが (1)の構成要素を検討したう

えで選別し，ドメイン知識として構造化し，シソーラスに

登録する．

本手法を用いれば，ドメインエキスパートがシソーラス

の構築をすべて行うのではなく，要求分析者もシソーラス

の構築の作業の一部を担うことができる．本論文では，手

法 (1)とその支援ツールをシソーラス構築支援とし，その

図 2 5章の実験で使用した技術文書のみからドメインエキスパートが最終的に登録したシソー

ラス

Fig. 2 Thesaurus registered by a domain expert using the technical document in Sec-

tion 5.

有用性を述べる．

以降，2章で THEOREEの概要を説明し，3章でシソー

ラスの構築手法，4章でツールの支援内容を説明する．5

章で構築手法の有用性を確かめるための事例研究とその分

析結果を述べ，6章で分析結果を議論し，本手法と関連す

る研究を 7章で，まとめを 8章で述べる．

2. 要求獲得法THEOREE

THEOREEの概要を図 1 の右側に，提案手法を左側に

示す．顧客は初期要求リストを用意する．初期要求リスト

とは，顧客から分析者に最初に渡される要求である．リス

ト中に要求として記述されている内容（以降，初期要求と

いう）は，抽象度の高いものから詳細なものまでその粒度

は不揃いであり，整理されているとは限らない．

分析者は，あらかじめ用意されたシソーラスからキー

ワードを選び，それを参照しながら顧客へのインタビュー

図 1 提案手法と THEOREE

Fig. 1 Proposed method and THEOREE.
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等により，初期要求を分析する．

シソーラスには選んだキーワードの下位の機能や動作対

象を表すキーワードが含まれており，それらが初期要求リ

ストに明記されていない場合はシソーラスにある下位の機

能や動作対象を初期要求リストに追加し，より詳細な要求

に変換していく．このように，分析者が初期要求を詳細化

し，顧客の確認を得た要求文を追加し，要求リストを改訂

する．図 1 で示したシソーラスを本提案手法で構築する．

なお，本手法の分析者 Aと THEOREEの分析者 Bは同一

である必要はない．

THEOREEのシソーラスは，機能を動作と動作対象の対

で表現し，機能間と動作対象間の階層関係を表現している．

階層関係には，機能間の詳細化関係，動作対象間の詳細

化関係と継承関係がある．図 2 は 5章の事例研究でドメ

インエキスパートが最終的に登録したシソーラスである．

機能には品質と環境の制約，動作対象には環境制約を関

係づけ，機能は「動作」と「動作対象」から構成される．

たとえば，図 2 の左下にある「見積書を印刷する」機能は

「印刷する」という動作と「見積書」という動作対象から構

成される．この機能に「紙のサイズ」と「向き（縦・横）」

の環境制約が関係づけられていることも示している．

図中の機能間の詳細化関係，動作対象間の詳細化関係は

片端がひし形の線で表されており，たとえば動作対象「項

目」は，「項目名」，「単位」，「単価」といった動作対象に

詳細化されている．この例では動作対象間に継承関係はな

く，図中には出現していない．

表 1 シソーラス作成手順の入力/出力

Table 1 Input/Output of each step of the procedure of making a thesaurus.

図 3 シソーラス作成手順と担当者

Fig. 3 Procedure of making a thesaurus.

3. シソーラスの構築手法

本章では提案するシソーラスの構築手法について述べ

る．まず 3.1節で提案手法の概要を，3.2節以降で詳細につ

いて述べる．

3.1 概要

要求分析者が技術文書からシソーラスの機能に関する構

成要素を抽出し，それをもとにドメインエキスパートが構

成要素を登録することによって，シソーラスを構築する．

本手法は日本語で書かれた技術文書を入力とする．技術

文書は，仕様書等に限らず，ユーザマニュアルや操作マ

ニュアル等も利用可能とする．これは，既存の仕様書から

シソーラスを構築することができれば効率は良いものの，

対象ドメインの仕様書が公開されているとは限らないから

である．本手法は技術文書からシソーラス構成要素を抽出

し，それらをシソーラスに登録するという 2段階の手順か

ら構成される．なお，本手法で構築されるシソーラスの質

は，入力する技術文書の質に依存する．

シソーラスの構成要素の抽出においては，以下の条件を

満たす必要がある．

（条件 1）ドメインに特有で要求分析に有用な構成要素が正

しく抽出されていること．

（条件 2）抽出した構成要素に漏れがないこと．

5章の事例研究では，本手法で抽出した構成要素が上記

の条件を満たすかどうかを評価する．

本手法の概要を表 1 と図 3 とで示す．表 1 は手順を名
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前と識別のための ID（手順 1～6）で示し，手順を構成す

る作業および手順ごとの入力と出力を表している．以降，

手順の特定には手順 IDを用いる．前段の手順での出力は，

後段の手順の入力として使用される．「手順からの出力」欄

の表で (*)が付いているものは，その手順で変更される可

能性があるものを示している．たとえば手順 2で作成した

機能候補一覧表は手順 3の入力であり，手順 3でその内容

が変更される可能性があるため，出力では機能候補一覧表

(*)と記載している．なお，表には後述するツールにおけ

る実装箇所のシート名も参考のため示している．

図 3 で示すように，手順 1から手順 3までを要求分析

者が担当し，手順 4から手順 6をドメインエキスパートが

担当する．ドメインエキスパートは，手順 1と手順 3の出

力から，シソーラスに登録する機能と非機能要素を決め，

機能や動作対象間で関係を見直し，機能や非機能要素を追

加・削除する．

シソーラスの構築の流れは次のようになる．

1© 動詞に着目し動作を，名詞に着目し動作対象を識別し，

これらから機能（動作および動作対象）を抽出する（手順

1，2，3）．

2© 非機能要素である品質制約と環境制約は関連する機能

を明らかにしてから抽出する（手順 4）．

3© 抽出した機能と非機能要素の関係付けを行い，機能を

構造化してから，これらをシソーラスに登録する（手順 5，

6）．

本論文で述べるシソーラス構築支援のための手法のう

ち，上記 1©をツールが支援する．
要求分析者は「技術文書」から「動作」と「動作対象」を

抽出する．また，ドメインエキスパートは抽出された「動

作」と「動作対象」を精査し，シソーラスに登録する．し

たがって，要求分析者は技術文書からの抽出のスキルを，

ドメインエキスパートは抽出結果を精査し登録するスキル

を持っていればよく，本手法は特定のビジネス形態には依

存せず，多様なビジネス形態に対応できると考える．

3.2 手順 1：単文化，単文化した文書の形態素解析と係り

受け解析

手順 1は，表 1 に示すように 2つの作業 T1-1と T1-2か

らなる．入手可能な技術文書から，機能候補単文一覧表と

非機能要素候補文一覧表を出力する．

T1-1：複文または重文の単文化．計算機で処理する前

に要求分析者は技術文書に複文または重文があればそれを

複数の単文に置き換える．シソーラスでは機能を動作 1個

と動作対象を 1個以上の組合せで表現し，詳細化関係以外

の機能間の関係は表現しない．たとえば，「～の後で，—

する」という時間的な前後関係はシソーラスにはない．

T1-2：計算機による形態素および係り受け解析．語彙

解析プログラムで技術文書のテキスト部分（T1-1で単文に

表 2 非機能要素候補の一覧

Table 2 Candidates of non-functional requirements.

表 3 シソーラスに登録すべきでない単文の特徴

Table 3 Characteristics of simple sentences that should not be

registered to the thesaurus.

修正したもの）を語彙解析した結果から，機能候補単文一

覧表として動詞と名詞の対を出力し，非機能要素候補文一

覧表として表 2 で示す非機能要素候補となる語を含んで

いる単文を出力する．機能候補単文には計算機で判定した

目的格の有無も出力している．

3.3 手順 2：単文で表現した機能の取捨選択

機能候補単文一覧表には，シソーラスに登録すべき機

能を表現している単文とそうでない単文が混在している．

表 3 で示すシソーラスに登録すべきでない単文を機能候

補単文一覧表から除外する．機能候補単文一覧表から除外

されずに残った単文の動詞を動作，名詞を動作対象として

機能候補一覧表を作成する．

T2-1：シソーラスに登録すべきでない単文の削除．表 3

に示すシソーラスに登録すべきでない単文の特徴 1©～ 7©の
いずれかを持つ単文かどうかを判断し，機能候補から除外

する．

T2-2：動作と動作対象を決定し機能を表現．T2-1の出

力である機能候補単文一覧表から，動詞に付加された受

身や否定の情報と名詞に付加された助詞の情報を削除し，

残った動詞を動作，名詞を動作対象として手順 2の出力で

ある機能候補一覧表を作成する．

3.4 手順 3：用語の統一

この手順の目的は，技術文章中に出現している同義語を

1つの語（以降，代表名と呼ぶ）に統一することである．手

順 2の出力である機能候補一覧表中の動作もしくは動作対

象の中で同義と判断したものがあれば，そのうちの 1つを

代表名とし，別名一覧表に登録する．以降で，表にはまだ

登録されていない新しい同義語が出現するたびにこれらを

代表名と対応させ，表に登録していく．すべての同義語に

代表名を対応させたのが，手順 3で作成される別名一覧表
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である．手順 2の出力である機能候補一覧表の用語を代表

名に変換し，機能候補一覧表を更新する．同時に機能候補

一覧表中の重複を排除する．すなわち，機能候補一覧表の

中に同じ機能を示す単文が複数あれば 1個を残し，ほかは

除外する．以上の作業を行った結果が，手順 3の出力の機

能候補一覧表である．

T3-1：機能を述べている単文の用語の統一．同じ機能

を述べている単文中に出現する動詞と動作対象を表す用語

を統一する．すなわち，手順 2の出力である機能候補一覧

表中の動作と動作対象の同義語を代表名に置換する．

T3-2：機能の確認と重複した機能の削除．T3-1におい

て代表名で表現した機能候補一覧表から重複している機能

を除き，手順 3の出力である機能候補一覧表を更新する．

3.5 手順 4：非機能要素の追加

非機能要素候補文一覧表から非機能要素を述べている単

文を選択し，単文にある非機能要素と手順 3の出力である

機能候補一覧表にある機能または動作対象とを関係付ける．

T4-1：非機能要素の抽出．手順 1の出力である非機能

要素候補文一覧表から非機能要素を述べていると判断した

文を選択する．

T4-2：非機能要素と機能との関係付け．非機能要素を

述べていると判断した単文に含まれている非機能要素と，

手順 3の出力である機能候補一覧の機能とを関係付け，そ

の情報を非機能要素一覧表に付加する．その際には，非機

能要素に応じて関係を品質制約または環境制約に分類す

る．たとえば，手順 1の結果得られた非機能要素候補文に

「見積書の用紙のサイズを A4で印刷する」という文がある

とき，＜印刷する，見積書＞機能，すなわち文として表現

すれば「見積書を印刷する：機能」と「用紙のサイズ」を

環境制約として関係付ける．なお，非機能要素と関係付け

る機能が手順 3の出力である機能候補一覧表にないとき，

作業 T5-3の実施までその非機能要素は残しておく．

3.6 手順 5：用語間の関係の見直しと再構成

THEOREE [1]で使用するシソーラスでは，機能間には

詳細化関係があり，動作対象間には詳細化関係と継承関係

がある．手順 3の出力の機能候補一覧表にはこれらの関係

が記述されていないため，ドメインエキスパートは，手順

5の T5-1で動作対象間の詳細化関係と継承関係を追加し，

さらに T5-2で機能間の詳細化関係を追加する．T5-3でド

メインエキスパートは，表 4 で示すように，元の技術文書

にない機能と非機能要素を追加し，不適切な機能と非機能

要素を削除する．

T5-1：動作対象間の関係の決定．入力した機能候補一

覧表の動作対象に着目し，技術文書にある用語の範囲内で

動作対象間の詳細化関係と継承関係を決める．

T5-2：機能（動作と動作対象）間の関係の決定．動作対

表 4 T5-3 でドメインエキスパートが追加・削除する機能と非機能

要素

Table 4 Functional and non-functional elements that a domain

expert adds or deletes in Step T5-3.

象間の詳細化関係をもとに，機能間の詳細化関係を定める．

たとえば前作業T5-1において，動作対象「見積書：動作対

象」，「内訳：動作対象」，「明細行：動作対象」について詳

細化関係があることが判明したとする．このとき，これら

を持っている各機能「見積書を作成する：機能」，「内訳を

設定する：機能」，「明細行を設定する：機能」についても

詳細化関係があるかを検討し，決定する．最終結果の図 2

には，これらの詳細化関係がすべて追加されている．

T5-3：用語および用語間の関係の追加・削除．ドメイン

エキスパートは，T5-2の出力に表 4 の 1©， 2©で示すよう
な機能があれば機能要素一覧表に，表 4 の 3©で示すような
非機能要素があれば非機能要素一覧表に追加する．また，

シソーラスに登録すべきでないと判断した機能と非機能要

素があれば削除する． 2©では，元の文に動作対象のない動
作があり，それが必要な動作であれば動作対象を追加する．

また 3©では，元の文に非機能要素だけがあるとき，それが
必要な非機能要素であれば，それに対応する機能を追加す

る．いずれにおいても，それらが必要でなければ削除する．

3.7 手順 6：シソーラスへの登録

T6-1：登録．ドメインエキスパートが最終的なシソー

ラスの構造を確認したうえで，追加すべき要素を登録する．

4. 支援ツール

ツールでは，手順 1，2，3を支援する．手順 4，手順 5，

手順 6の支援は今後の課題として残した．手順ごとに次に

あげる支援機能を提供する．支援ツールには．手順 1の形

態素解析と係り受け解析の可能な限りの自動化に加えて，

以下に示すような要件が求められる．

要件 1．単語の取捨選択や統一の操作を可視的に分かりや

すく行えること

要件 2．表 2，3，5に基づいたガイドラインが適用できる

こと

要件 3．後戻りがあるため，操作前の状態に簡単に戻せる

こと，どのような理由で取捨選択したか，統一したかの履

歴を残しておき，それが参照できること

要件 4．同義語の判定のために，候補となっている動作，

動作対象でソートできること

要件 5．取捨選択，統一のために前後の文脈を考慮しなけ

ればならないこともあるため，原文や抽出した文の前後が
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任意に参照できること

要件 1を達成するために，表形式で動作と動作対象の一

覧を表示し，そのうえでの取捨選択操作がマウスで直接操

作できるように，Excelでの操作として実現した．要件 2

のために取捨削除作業時には，手順に応じて使用するガイ

ドライン（表 2，3，5参照）をメニューとして表示し，メ

ニュー選択操作で活用できるようにした．要件 3 につい

ては，各手順で作成される機能候補一覧表等の各種の表を

Excelの個々のシートとし，手順の作業を始める前にシー

トの内容を別シートとして保存し，いつでも作業前に戻せ

るようにした．そのために，除外した機能候補を格納する

シートも用意し，なぜ除外したかの理由として除外に使用

したガイドラインも参照できるようにした．同義語の統一

についても，別名一覧表を別のシートとして用意した．要

件 4については，動作と動作対象の対で同義であるかどう

かを判定するため，各々でソートできるようにすることが

必要である．要件 5のために，文番号をキーとして入力文

書の文を別ウィンドウで表示できるようにした．

4.1 手順 1の支援

テキスト形式の技術文書を日本語の語彙解析ソフトウェ

アである Cabocha [2]に入力し，Cabochaの出力から機能

候補単文一覧表と非機能要素候補文一覧表を作成する．機

能候補単文一覧表の作成処理では係り受け解析結果に対し

て，単文化と手順 2以降の作業を支援するために以下のよ

うな処理も行っている．これらの処理は Javaで実装した．

( 1 ) 目的格名詞の抽出：機能候補単文一覧表の欄に，目的

格がある場合は目的格の名詞を，目的格がない単文に

は「目的格なし」を出力する．ここで目的格は『名詞

+格助詞「を」』における名詞を示す．

( 2 ) サ変動詞の処理：「～+名詞-サ変接続+を行う」また

は「～+名詞-サ変接続 +をする」を「～+名詞-サ変

接続 +する」に変換し，動作欄に「名詞-サ変接続 +

する」を出力する．たとえば，「見積書の印刷を行う」

は，「見積書」+「印刷する」に変換する．

( 3 ) 単文でない場合の警告：作業 T1-1で分析者が正しく

単文化を行わなかった場合に備え，単文となっていな

い文を検出した場合は警告を出力する．

4.2 手順 2の支援

機能候補単文一覧表の単文から除外する単文を選択し，

除外する作業を支援する．マイクロソフト Excelのマクロ

で実装した．

( 1 ) 除外対象候補の抽出：ツールは「用語チェック」操作

の実行によって除外対象候補文を抽出する．

( 2 ) 除外対象の削除：利用者が選択した除外対象文を削除

する．ここで削除は，完全な削除ではなく，保管場所

として用意された別のシートへの移動として実装され

表 5 除外理由と対応する特徴番号

Table 5 Reasons for excluding sentences.

ているため，要求分析者はいつでも除外した文を復元

することができる．

( 3 ) 前後文の参照：要求分析者が除外の可否を判断するた

めの参考情報として，技術文書中で対象文とその前後

の文を参照できる．

( 4 ) 除外理由の付与：後段でドメインエキスパートが精査

できるよう，除外のための理由を付与する．除外理由

は表 5 の項目のいずれかであり，利用者が選択する．

なお，表 5 の特徴欄の番号は，表 3 で示した単文の特

徴のどれに対応するかを番号で示している．

以下にツールを使った手順 2を図 4，図 5 を用いて説

明する．作業対象シートは S2-1機能候補単文一覧表（表 1

のツールのシート名参照）である．

まず除外対象候補の選択では，ツールがシート S2-1に手

順 1の解析結果を出力しており，このシートには単文（文

番号で表されている）ごとに抽出した動詞（図中の表では

動作欄で示されている），名詞（動作対象欄）が記入され

ている．図 4 の右側の制御パネルには，このシートに適用

できる操作がメニューとして表示されている．ここでは，

「用語チェック」操作を実行した結果，つまりツールが除

外対象と判断した文のフラグを FXに変更した結果が示さ

れている．たとえば，文番号 2の動作「使う」は，動作対

象「ソフト」を持っているため，実行環境に関する文と判

断され，フラグ FXに書き換えられた．なお，図 4 のツー

ルによって抽出された除外対象だけでなく，要求分析者が

独自に除外対象を選択することもできる．

図 5 のツール画面で，要求分析者は除外したい単文のフ

ラグ欄（初期値は Fが入っている）を FXに変更する．こ

の例では，文番号 3の動作「読む」を除外しようとしてい

る．図中の「元の文の検索」ダイアログに文番号 3の元の

文が表示されている．こうして得た候補に対して，その除

外理由を「除外操作」ダイアログの「除外理由」メニュー

から選択する．この例では表 5 の「動詞：人の動作」を選

択している．最後に，図 5 の「除外操作」ダイアログで，

「除外操作終了」ボタンを押すことによって，FXのフラグ

のついた単文がシートより削除される．

上記の操作を S2-1シートを例に説明したが，S2-2機能

候補一覧表シートでも同じ操作ができるようになってい

る．この S2-2シート上では，単文の除外以外に，用語から
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図 4 S2-1 機能候補単文一覧表のシートによる用語チェック

Fig. 4 Word checking using S2-1.

図 5 S2-1 機能候補単文一覧表のシートでの除外対象の選択

Fig. 5 Selecting simple sentences to be excluded using S2-1.

図 6 S2-2 機能候補一覧表

Fig. 6 Obtaining a list of functions S2-2.

補助情報（助詞の種類，否定表現，受動態表現）を削除で

きる．この作業を行った結果の S2-2が手順 2の出力であ

る機能候補一覧表になる．S2-2の例を図 6 に示す．

4.3 手順 3の支援

動作と動作対象の用語を統一するために，次にあげる支

援機能を提供する．手順 2の支援機能と同様にマイクロソ

フト Excelのマクロで実装した．

( 1 ) 別名一覧表の作成：手順 2の出力である S2-2機能候補

一覧表シートから S3-1別名一覧表シートを作成する．

( 2 ) 代表名による置換：S3-1 別名一覧表シートを使って

S2-2機能候補一覧表シート中の動作と動作対象を代表

名に変換し，S3-2機能候補一覧表シートを作成する．

( 3 ) 置換後の重複機能の削除：用語統一後，動作と動作対

象が同じ機能候補を重複している機能と見なし，S3-2

機能候補一覧表シートから削除する．

支援例を図 6，図 7，図 8 を用いて説明する．まず，図 6

の制御パネルの「別名一覧表を作成」を選択し，実行する

と，図 7 に示す S3-1別名一覧表が生成される．「同義語」

の欄には S2-2機能候補一覧表シート中の動作と動作対象

の用語が格納され，代表名の初期値には同じ用語が使われ

る．分析者は，同義語の例を見ながら代表名を定めていく．

たとえば，図 7 の下から 2行目では，同義語：「自社デー

タ」の代表名を「自社情報」としている．

次に，置換を行う．図 7 の代表名：「自社情報」を用いる

ことにより，図 6 の文番号 12の動作対象 (1)：「自社デー

タ」は図 8 のように動作対象 (1)：「自社情報」に変換され

る．変換は，図 7 の制御パネルの「代表名に変換し，結果

を S3-2機能候補一覧に格納」にチェックを入れてから実

行することによって自動的に行われる．同様に，文番号 18

の動作：「設定できる」は動作：「設定する」に変換される．

最後に，重複機能の削除を行う．図 8 の例では，前述の

操作により，図 6 の文番号 12，18はともに「自社情報を

設定する」となるため，文番号 12を残し，文番号 18を重

複機能として削除している．これが手順 3の出力である機

能候補一覧表になる．
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図 7 S3-1 別名一覧表

Fig. 7 List of aliases S3-1.

図 8 S3-2 機能候補一覧表

Fig. 8 List of functions S3-2.

4.4 類似手法・ツールとの比較

これらの単語抽出や同義語排除の最終判断は，手順 4以

降においてドメインエキスパートが行わざるをえない．本

ツールが支援する手法の手順 1から 3の狙いは，ドメイン

エキスパートによる最終判断結果の品質を維持し，作業効

率を高めることにある．このような想定に基づき，本ツー

ルで利用した単語抽出と同義語排除に関する手法について

考察する．

この比較を行うにあたり本ツールの位置付けを再度明確

にする．まず，第 1に本論文の手法とツールがシソーラス

構築を目的としていることである．第 2に，そのシソーラ

スは，ある要求獲得手法 [1]を要求分析者が用いて，漏れ

や誤りの少ない要求獲得を行うための情報源として用いら

れることである．第 3に，情報システムの要求獲得とは，

要求獲得手法 [1]のメタモデルにもあるように，あるシス

テムの持つ動作とその動作対象を識別することが核となっ

ていることである．

ソフトウェア開発や仕様記述の分野では，1980年代か

ら，自然言語仕様を形式仕様やプログラムに変換する研究

がさかんに行われてきたことが報告されている [23]．これ

ら研究の目的は自然言語記述と形式仕様やプログラムとの

対応付けや変換であるため，単語や文法に制限を加えた自

然言語記述を用いている．このような語彙や文法に制限を

設けることは我々のツールの位置付けにそぐわない．プロ

グラム等のソフトウェア成果物における内容理解において

も，単語の抽出は重要な役割を担っている [24], [25], [26]．

これらの研究における単語は情報検索のために用いられて

おり，我々のツールの位置付けとは大きく異なる．

ソフトウェア開発以外の分野では，たとえば医療関連の

単語辞書構築の技術が見られる [27]．この辞書の目的は，

投薬や保険適用等の個々の事例を振り分けることが主な役

割であり，大量の候補から登録すべき単語を取捨選択する

ことが重要な課題となる．

我々のツールが生成するシソーラスは振り分けのために

利用されるわけではないため，登録すべき単語の取捨選択

はそれほど重要ではない．専門用語の抽出においては，文

書内の単語の出現頻度の偏りを用いる方式が広く用いら

れていることが指摘されている [28]．本ツールが扱う動作

や動作対象を表す単語は，必ずしも専門用語とは限らな

い．たとえば，図 2 には一般的な単語が多数含まれてい

る．よって，このような手法の適用は不適切である．

同義語を排除することは，シソーラスの冗長性や，本来，

同じ動作対象へ適用すべき動作を相互に関連付けるための

重要な処理である．

現在では，WordNet [29] 等の多くの語彙的，意味的言

語リソースが利用可能となっていることが指摘されてい

る [30]．しかし，単語の同議関係は単語の表層的な形式では

なく，文脈に大きく左右されることも指摘されている [30]．

文献 [30]では，文脈に応じた同義語情報を用いて，異なる

自然言語間の対訳をつける研究が行われている．一方，本

ツールの処理対象となっている技術文書は，一般的な文書

の文脈情報よりも，システムの動作および動作対象に注目

した手法のほうが，より単純かつ効率的に同義語を発見で

きる．たとえば，同じ動作対象（データ）に適用される動

作を列挙することで，異なる表現の同じ動作（機能）を容

易に発見できる．オブジェクト指向分析では伝統的に文中

の主語，述語，目的語等に着目し，仕様書や設計書の構成

要素を識別することが指摘されている [31], [32], [33]．本

ツールでは，このような分析指針を利用して同義語排除を

支援している．
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5. 事例研究

5.1 事例研究の目的・体制

要求分析者が技術文書から本手法とその支援ツールを応

用してシソーラスに登録すべき機能を取捨選択した結果を

分析し，本手法とその支援ツールの有用性を確かめる．

要求分析者がドメインエキスパートの代わりにシソーラ

スに登録すべき知識を収集し，収集した知識をドメインエ

キスパートが体系化すれば，ドメインエキスパートの負荷

を減らすことができる．要求分析者が手順 1–3を行い，そ

の結果をドメインエキスパートが引き継いで手順 4–6を行

うことによって，シソーラスの質を低下させることなく，

ドメインエキスパートの作業負荷を低減させられることを

示す．

要求分析者の役割を担う事例研究の参加者は，学部の情

報工学科で要求工学を学んだ，学生と社会人の計 3名（I，

J，Kとする）である．著者らが要求分析者の作成した手

順 3の出力を分析，評価した．実施時間は特に指定せず，

参加者が要した作業時間（分単位）を報告させた．シソー

ラスの構成要素となる機能の抽出で使う技術文書にはイン

ターネットで公開されている見積書作成支援ソフトウェア

の操作マニュアル（以下，単に技術文書と呼ぶ）を使用し

た．事例研究で見積書作成支援ソフトウェアを選択したの

は，THEOREE [1]で使ったシソーラスと比較するためで

ある．すなわち，ドメインは見積書作成，ドメインエキス

パートは事務処理システムやネットワーク管理システム等

の見積書作成管理の処理を 30年以上担当している技術者

である．

ドメインエキスパートがあらかじめ用意した正解と参加

者が抽出した機能の要素が合致しているかどうかで判断し

た．なお正解Dは，ドメインエキスパートが技術文書から

提案手法により抽出しシソーラスに登録した機能の集合 A

と，論文 [1]のシソーラスに登録された機能群から事例研

究で使用した技術文書と関連する機能を抽出した機能集合

B との和D = A ∪ B とした．ただし，Aと B の要素を精

査したところ，これらは等しかった．このことは，正解集

合 Dが，THEOREEで使用されたシソーラスに含まれる

機能のうち技術文書にも含まれている機能の集合であり，

THEOREEで使用されたシソーラス中の機能の部分集合

であったということになる．

5.2 事例研究の範囲と前提，分析の観点

(1)範囲

手順 3の出力を評価することにより，本手法とツールを

評価する．

(2)前提

• 参加者全員が，シソーラスの作成手順書をあらかじめ
読んでいること

• 手順書についての不明点は手順書の作成者に問い合わ
せ解消していること

• 支援ツールの操作マニュアルをあらかじめ読み，練習
用の課題を使い使用方法について理解し，慣れている

こと

(3)結果の分析の観点

評価者は，参加者の手順 3の出力を次の 4つの観点から

分析した．なお，手順 3の出力は技術文書に記載されてい

る機能のみを抽出しておりそれ以外は含んでいない．

（観点 1）シソーラスの構成要素を正しく抽出していること

「シソーラスの構成要素を正しく抽出していること」は

「抽出した機能が正解の機能集合の構成要素であること」と

する．

観点 1では正答率を測りその結果を分析する，ここでの

正答率を次のように定義する．

定義 正答率

ドメインエキスパートがあらかじめ用意した正解の機能

集合をD，事例研究参加者が抽出した機能の集合をAx（こ

こで xは I，J，Kのいずれかとする）とする．

正答率 = |Ax ∩ D|/|Ax|
この正答率が高いほど，シソーラスの構成要素を正しく

抽出していることを意味している．

（観点 2）技術文書からシソーラスの構成要素を漏れなく抽

出していること

「技術文書からシソーラスの構成要素を漏れなく抽出し

ていること」は「参加者が抽出した機能は，機能の正解集

合 D を完全に含んでいる」とする．次に網羅率の定義を

示す．

定義 網羅率

網羅率 = |Ax ∩ D|/|D|
網羅率が高いほどシソーラスに登録すべき機能を漏れな

く抽出していることを意味している．

（観点 3）抽出結果に要求分析者の個人差がないこと

評価者は，参加者が正しく抽出したシソーラスの構成要

素を参加者間で比較し参加者の個人差を分析した．分析結

果を参加者が抽出した「共通要素数の比率」で示す．

定義 共通要素数の比率

事例研究参加者 x，y が抽出した機能集合 Ax, Ay のう

ち，正しいシソーラスの構成要素の集合をそれぞれ：Fx

= Ax ∩ D，Fy = Ay ∩ Dとする．

ここで x，yは I，J，Kのいずれかで，x �= yとする．

共通要素数の比率 = |Fx ∩ Fy|/|Fx ∪ Fy|
xと yの共通要素数の比率が高いほど抽出した正しい機

能に個人差が少ないことを意味している．

（観点 4）ドメインエキスパートの負荷が減っていること

「ドメインエキスパートの負荷が減っていること」は，

「要求分析者との作業分担によってドメインエキスパート

の作業時間が減り，かつ作業分担による効率低下を招かな
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いこと」と解釈する．作業時間の削減は，作業分担の有無

にともなう，ドメインエキスパートの作業時間を比較して

調べる．効率低下を招かないことについては，「作業分担

を行った際のドメインエキスパートの作業時間が，作業分

担を行わなかった場合の同手順の作業時間に比べ著しく増

えないこと」と解釈する．

用いた正解集合Dは，実際に THEOREEで事例として

用いたシソーラスから構成されている．そのため，すでに

述べた評価の観点を満たすことができれば，入力とした技

術文書に含まれていた語彙の範囲においては，得られたシ

ソーラスが THEOREEによって利用可能であることを示

している．

5.3 事例研究の手順

(1)実施前

事例研究を実施する前に以下を評価者が行った．

1© 参加者へのシソーラスの作成手順書の配布，不明点につ
いての問合せへの回答

2© 参加者への本手法の支援ツールと操作マニュアルの配

布，ツール操作の不明点についての問合せへの回答

3© 事例研究で使う技術文書を入力とする手順 1

(2)実施

事例研究の実施時に，事例研究で使う手順 1の出力を登

録した支援ツールを配布し，参加者は手順 2から手順 3を

手順書と支援ツールの操作マニュアルに沿って実施した．

なお，参加者は互いに独立に実施し，事例研究についての

情報交換はないようにした．

(3)実施終了時

参加者は手順 2～3の作業結果を保存している支援ツー

ルと要した作業時間，ツールに対する感想や意見を提出

した．

5.4 事例研究の結果

ドメインエキスパートは，表 6 のシソーラスに登録する

用語と事例研究で用いた技術文書に出現している用語の対

応表を作成し，これを使い，参加者 I，J，Kが作成した手

順 3の出力にある用語を統一した後で重複機能を除いた．

あらかじめドメインエキスパートが作成した正解集合Dを

使い，評価者が参加者の結果の比較分析を行った．その結

果をまとめたのが表 7 である．「機能の正解集合 D にあ

る」の欄の「Yes」は対象機能を参加者が抽出しかつそれ

が正解集合Dにあることを，「No」は対象機能を参加者が

抽出したがそれは機能の正解集合 D にないことを，空欄

は対象機能を参加者が抽出しなかったことを示している．

この正解集合 D には 9の機能要素があり，図 2 に示すシ

ソーラス中の機能要素（図では黄色で示されている）をす

べて含んでいる．実際には提案手法により，機能要素だけ

でなく，それに関連するすべての構成要素も抽出している

表 6 シソーラスの用語と事例研究の用語の対応表

Table 6 Unifying vocabularies in the thesaurus and the case

study.

表 7 参加者の抽出した機能と機能の正解集合との比較

Table 7 Comparing correct functions with functions extracted

by each subject.

表 8 抽出した機能の正答率

Table 8 Precision.

ことに注意されたい．なお，図中において黄緑色で示され

たノードは，手順 5でドメインエキスパートが追加した．

これらは，もとの技術文書には含まれていなかった概念で

ある．

参加者 I，J，Kが作成した手順 3の出力に対してドメイ

ンエキスパートが手順 4，手順 5を実施した時間を評価者

が測った．測った時間には上記の用語統一と重複機能の削

除に要した時間も含んでいる．

なお，抽出の誤りや漏れの原因分析では，手順 2と手順

3で使ったシートを用いた．

5.4.1 シソーラスの構成要素を正しく抽出していること

機能の正解集合 D と参加者 I，J，Kの手順 3の出力と

を比較した結果を表 8 に示す．表の「内：正しいシソーラ

スの構成要素の数」は，機能の正解集合 D と参加者の抽

出した機能が一致した個数を示している．正答率は，Iが

82%，Jが 100%，Kが 100%であった．分析者 3名のうち

2名は正しく機能を抽出し，1名は除外すべき機能を残し

ていた．この不適切なシソーラスの構成要素を抽出したの

は参加者 Iで，2個（2/11）除外すべき機能候補を残して

いた．この原因を 6.1節で述べる．
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表 9 抽出した機能の網羅率

Table 9 Recall.

表 10 抽出した機能の個人差

Table 10 Personal differences of extracted functions.

5.4.2 技術文書からシソーラスの構成要素を漏れなく抽

出していること

参加者 I，J，Kの抽出した機能・動作対象の対と正解集

合Dを比較し，各参加者の網羅率を計算したものを表 9 に

示す．たとえば，参加者 Jは正解 9個のうち，8個しか抽出

できていなかったことを表している．網羅率は Iが 100%，

Jが 89%，Kが 100%であった．参加者 3名のうち 2名は

漏れなく機能を抽出しており，1名は 1個の機能の抽出漏

れがあった．Jの抽出漏れの原因を 6.2節で述べる．

5.4.3 要求分析者の個人差がないこと

参加者の対で個人差を比較した結果を表 10 で示す．

表 10 の「シソーラス構成要素数」の行は参加者が抽出し

たシソーラス構成要素の個数を，「共通要素数」の行は，2

名の参加者が共通に抽出したシソーラス構成要素の個数を

示している．I vs. J，I vs. K，J vs. Kの欄は，Iと J，Iと

K，Jと Kの対の比較を示している．たとえば，表中の「I

vs. J」列のデータは，参加者 I，Jが各々正しいシソーラス

構成要素を 9，8個抽出し，そのうちの 8個が両者で共通に

抽出されたことを表し，「共通要素数の比率」が 89%であ

ることを表している．Jの 1個の抽出漏れが個人差となり，

各々の対の「共通要素数の比率」は 89%，100%，89%で

あった．

5.4.4 ドメインエキスパートの負荷が減っていること

ドメインエキスパートが参加者の結果から手順 4，5を

実施した時間は I，J，Kの結果に対して各々 22，21，20

分であった．一方，ドメインエキスパートが単独で手法と

ツールを使い，手順 2–5までを実施したときの時間は手順

2，3が 60分で手順 4，5が 20分であった．ドメインエキ

スパートが 60分要した手順 2，3の作業を，参加者が I，J，

Kが終わらせた時間は各々 15分，50分，45分とばらつき

があるが，全員 60分以内で終了させ，8から 9個の正し

いシソーラスの構成要素を取り出している．よって，分析

者がドメインエキスパートの代わりに本手法を用いて機能

候補を抽出したとしても，著しいオーバヘッドはないと考

える．

ドメインエキスパートが単独で行った場合の手順 2–5に

要した 80分（60 + 20分）に対して，作業分担を行った場

合の，ドメインエキスパートの作業時間は 20–22分であっ

たことから，ドメインエキスパートの負担する時間は，60

分ほど軽減されており，ドメインエキスパートの負荷を減

らす効果があった．また，作業分担を行わなかった際のド

メインエキスパートの手順 4，5の作業時間の 20分に比べ，

たかだか 2分しか増加していないため，効率低下はなかっ

たといってよい．5.4.1項，5.4.2項で述べたように手順 3

の成果がドメインエキスパートとほぼ同等であったことか

ら，分業化が可能となり，これによりドメインエキスパー

トの負荷を軽減できることも示せた．

6. 議論

6.1 不適切なシソーラスの構成要素を抽出した原因

参加者 Iは，＜使う，「目的格なし」＞，＜表示する，確

認メッセージ＞を抽出したが，ドメインエキスパートはこ

れらを以下に示すような理由で不適切と判断した．

(1) ＜使う，「目的格なし」＞については，目的格がないこ

とから，表 3 の「 7©目的格があいまい（もしくは欠落）」し
ている機能に該当する．

(2) ＜表示する，確認メッセージ＞については，何の確認

メッセージかが不明なため，表 3 の「 7©目的格があいまい
（もしくは欠落）」に該当する．

これらは，5.4.4項での作業時間の分析で述べたように，

参加者 Iの実験に要した時間 15分が他の参加者に比較し

1/3以下であったことから，表 3 で示すシソーラスに登録

すべきでない単文の吟味が不十分であったためと考えられ

る．表 3 の規則について例を増やすか，支援ツールの再検

討を求めるチェック機能を追加することで回避可能と考え

る．一方，このことは，分析者が判断を誤るような事例が

あり，構成要素抽出が自明な作業ではなかったことも示唆

している．

6.2 抽出したシソーラスの構成要素に漏れがあった原因

機能の正解集合 Dに対して，参加者 I，Kが 100%，参

加者 Jが 89%抽出している．Jが除外した機能は 1個であ

る．手順 2から手順 3までの結果の表を追跡し，Jが除外

した機能は＜作成する，見積書＞であった．これは，見積

書を一般的な名詞と判断して，表 3 の「 7©目的格があいま
い（もしくは欠落）」と見なした結果である．これは，見積

書の作成システムのシソーラスを作成するのが目的である

ことを失念していたためと考えられる．手順書にトップレ

ベルの機能も抽出すべきであることを記載していなかった

ことが原因である．手順書の改訂により回避可能である．

6.3 入力である技術文書について

事例研究で用いたマニュアルは，技術文書として不適切

ではなかったと判断している．我々はまず，実際に入手可

能な操作マニュアルのうち基準をみたすものを複数収集し
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た．基準においては，事前に定めた分量を超えるもので，

またそのソフトウェアの操作に関する記述を含むものを採

用した．次に，得られた操作マニュアルを実際に読み，該

当ソフトを使用できるレベルであると判断したものの 1つ

を利用している．すなわち，利用した技術文書は対象ドメ

インの知識を含んでいる．また，6.1節で述べたように，非

ドメインエキスパートである被験者がシソーラスに追加す

べきでない概念を追加すべきとして残していた．これは，

本手法で提案しているガイドライン（表 3）に参加者が従

わなかった結果である．翻せば，例題として与えた技術文

書は，誰もが正解を抽出できるようなものではなく，実験

対象としてその検証目的を満たす難しさを含んでいたとい

える．

提案手法が，より大きな規模の技術文書を適切に扱える

かを今後調査する必要がある．事例研究の操作マニュアル

の文の数は 162であり，それほど大きくはない．技術文書

の文数が多くなると，特定の単語が文中で複数の意味で扱

われる等，単純な代表名への置換では対処しきれないかも

しれない．こういった複雑な技術文書を扱えるようにする

ことが今後の課題である．

7. 関連研究

ソフトウェア工学の分野でオントロジは広く利用されて

いる [3]．たとえば，ドメインオントロジがプログラム理

解に利用されている [4]．要求工学の分野でも，ドメイン

オントロジを利用した要求獲得技法が数多く研究されてい

る [5], [6], [7], [8]．ドメインオントロジは要求項目の抜け

や誤りを要求分析者が検出することに利用される場合があ

る．これらの技法では高品質なドメインオントロジが存在

することが前提となっている．しかし，実際には高品質の

オントロジを取得したり作成したりすることは容易ではな

い．それゆえ，高品質なオントロジをどのように作成する

かについての研究が必要となる．

文献 [9]では，要求獲得で必要な知識を，(a)問題領域の

知識，(b)コンピュータシステムの実現技術や環境に関す

る知識，(c)要求仕様書の文書化に関する知識，(d)インタ

ビューやワークショップ等の要求獲得方法に関する知識の

4通りに分類し，ドメインに特化した知識として (a)と (b)

をあげている．(b)は要求分析者が持っている知識である

が，(a)はシステム適用分野の専門家への照会が必要とな

る．よって，本研究ではドメイン知識として (a)を扱った．

一般的なオントロジの作成を支援する研究はいくつか存在

し [10], [11], [12], [13]，ほとんどは自然言語処理技術を利用

している．ある技法では既存の辞書を利用し [14]，別の技法

群ではWeb検索（Web Crawling）を用いる [15], [16], [17]．

Protege，OntoEdit，KAON，WebODE，TEXT-TO-

ONTO 等，オントロジ作成支援ツールは数多く存在し，

それらを比較検討した文献も見られる [18], [19]．これら

のツールで作成されるドメインオントロジは，一般的なの

で，動作と動作対象を区別してはいない．

要求獲得のためのドメインオントロジを作成するツー

ルとして TCORE [20]が提案されている．TCOREによっ

て，類似した問題領域に関する複数の技術文書（マニュア

ルや仕様）から，オントロジを作成することが特徴である．

また，同手法は特定の要求獲得技法 [7]に特化したオント

ロジを生成する．我々の手法も特定の要求獲得手法 [1]に

特化したシソーラスを作成するものである．TCOREが想

定する手法は，要求項目を細かな概念に分解して，それら

の関係を分析し，拡充する方針をとっている．一方，我々

の手法は，要求獲得の過程において，機能を示す要求項目

を一体の要素として詳細化していく．よって，我々の研究

と TCOREでは，作成する知識表現への要求が異なるた

め，必然的にオントロジ作成手順も異なってくる．

Omoronyiaらも文書からオントロジを生成する研究を

行っている [21]．この研究は，TCORE [20]と同じく，要

求項目を細かな概念に分解して，それらの関係を分析し，

拡充する方針をとっている．TCOREとの違いは，概念間

の関係の型を動的に変更できる点と，空間的かつ時間的な

制約を追加した点にある．よって，我々の研究とこの研究

は，作成する知識表現の要求が異なるため，必然的にオン

トロジ作成手順も異なってくる．

KaiyaらはWeb Crawlingを利用したドメインオントロ

ジの拡充法とツールを提案している [22]．この手法によっ

て，(a)問題領域の知識を効率的に追加することが可能と

なっている．この手法は，既存の知識表現（オントロジや

シソーラス）に知識を追加することを想定しており，追加

対象となる知識表現は事前に準備しなければならない．一

方，我々の研究は，既存の文書を知識表現（シソーラス）

に変換する研究であり，その支援ツールも含んでいるため

双方の研究は利用場面が異なる．

8. おわりに

事例研究において，本手法とその支援ツールによって

要求分析者が技術文書から抽出した機能候補を使えば，

THEOREEのシソーラス構築におけるドメインエキスパー

トの負荷軽減が可能であることを示せた．さらに本手法は

次の特徴があることも示せた．

• 要求分析者は正しく機能を抽出できる．
• 要求分析者が抽出した機能に漏れは少ない．
• 要求分析者が抽出した機能の個人差は少ない．
本手法は，技術文書を入力とし，これに書かれている機

能等のシソーラスの構成要素を抽出する．提案手法で得ら

れた構成要素が，提案手法だからこそ得られ，他のいかな

る手法でも得られないものであることを示すことは本研究

の目的ではない．もしドメインエキスパートが見落とすよ

うな構成要素が入力とする技術文書に存在すれば，それが
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本手法により抽出できる．これにより，文献 [1]で述べた

ような，ドメインエキスパートでも見落とすような要素に

対しても，それが含まれているような技術文書が存在すれ

ば，見落としを回避できる可能性がある．

ツールに関しては，実験や予備実験等でのツールの使用

者からその機能の有用性に関する感想をもらっている．た

とえば，「用語チェック」操作による除外対象候補の抽出

機能がある程度の精度で働き便利であった，1度削除した

機能候補を再吟味する際にその理由が役に立った，表形式

で表示するため目的格の有無等が一瞥でき除外等の判断

がしやすかった，同義語の判断を行うためのソート操作や

前後の文の確認のための原文表示機能が役に立った，等が

あった．

今後の課題として，手順書の改訂，見積書作成以外の分

野への適用，複雑かつ大規模な文書への適用，操作マニュ

アル以外の技術文書での本手法の有用性の確認，手順 4，

5，6の支援機能のツールへの追加とその効果の確認等があ

げられる．
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